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洋上風力発電と再エネ海域利用法等の概要

2



○先行する欧州では、遠浅の北海を中心に、落
札額が10円/kWhを切る事例や市場価格
（補助金ゼロ）の事例等、コスト低減が進展。

②コスト競争力のある電源①導入拡大の可能性 ③経済波及効果
○洋上風力発電設備は、部品数が多く
（数万点）、また、事業規模も大き
いことから、関連産業への波及効果が
大きく、地域活性化にも寄与。

洋上風力発電導入の意義

○欧州を中心に世界で導入が拡大
○四方を海に囲まれた日本でも、北海周

辺とは地形や風況が異なるものの、
今後導入拡大が期待されている。

タワーブレード ナセル

欧州の港湾都市の事例（デンマーク・エスビアウ港）
・建設・運転・保守等の地域との結びつきの強い
産業も多いため、地域活性化に寄与。

・エスビアウ市では、企業誘致にも成功し、
約8,000人の雇用を創出。

洋上風力発電の各国政府目標
国 プロジェクト名

価格
(€＝131.4円
￡＝155円)

※2021年平均相場

運転開始年

オラン
ダ

The Princess 
Amalia

200EUR/MWh
(26円/kWh) 2008年

オラン
ダ Borssele Ⅲ＋Ⅳ

54.49EUR/MWh
(7.1円/kWh) 2021年

オラン
ダ

Hokkandse Kust
Noord V

市場価格
（補助金ゼロ） 2023年

オラン
ダ

Hollande Kust
Zuid 3 & 4

市場価格
（補助金ゼロ） 2023年

イギリ
ス Sofia 44.99EUR/MWh

(5.9円/kWh) 2024年

イギリ
ス

Doggerbank
Creyke Beck A

44.99EUR/MWh
(5.9円/kWh) 2024年

フラン
ス Dunkirk 44 EUR/MWh

(5.8円/kWh) 2026年

イギリ
ス Hornsea3,4 37.35ポンド/MWh

(5.7円/kWh) 2027年

地域／国 目標（2023年時点）

EU 60GW (2030年)
300GW (2050年)

ドイツ 30GW (2030年)
70GW  (2045年)

アメ
リカ

30GW (2030年)
50GW  (2040年)

中国 112GW （2040年）

台湾 ５.6GW （2025年）
40～50GW（2050年）

韓国 12GW      (2030年)
25GW （2040年）

 洋上風力発電は、①導入拡大の可能性、②コスト競争力のある電源、③経済波及効果が期待される。
 同時に、①導入に当たり、防衛レーダーとの干渉や漁業との共生が不可欠。また、②昨今のインフレを背景に、
米国や英国では入札参加事業者の撤退も発生。加えて、③高い経済波及効果が期待される一方、大型風車
メーカーが国内に存在しないといった課題がある。

 エネルギー政策と産業政策の両面から洋上風力に係る取組を推進していくことが必要。
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●国が、洋上風力発電事業の実施区域を指定
（促進区域）

●事業実施者を公募により選定
選定事業者は、⾧期占用が可能（30年間）
⇒事業の安定性を確保

 海域を占有するため、都道府県条例の許可では通常3～5年と短期であり、⾧期占用ルールが必要。
 港湾区域においては、港湾法を改正し、2016年7月に施行。
 更に、港湾区域以外の一般海域について、「再エネ海域利用法」（海洋再生可能エネルギー発電設備の整備

に係る海域の利用の促進に関する法律）を定め、2019年4月に施行（経産省・国交省の共管）

【課題】 【対応】（再エネ海域利用法）

・海域利用（占用）の統一ルールなし
・都道府県条例の許可は通常3～5年と短期

⇒事業の予見可能性が低く、資金調達困難

・漁業者等の先行利用者との調整に係る枠組
が存在しない

・供給価格が欧州と比べ高額
・国内に経験ある事業者が少ない

再エネ海域利用法の概要

課題③ 高コスト

課題② 先行利用者との調整枠組不明確

課題① 海域利用に関する統一ルールなし
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●促進区域の指定に向け、区域ごとに地元漁業等
関係者、国・自治体による協議会を設置

●区域指定の際、関係省庁とも協議し、他の公益と
の整合性を確認
⇒事業者による地元調整に係る負担軽減

●事業者の選定に当たっては、事業実施内容に加え、
電力供給価格により評価し、選定
⇒競争を促進し、コスト低減



基本方針に掲げる再エネ海域利用法の目標（基本原則）

１． ⾧期的、安定的かつ効率的な発電事業の実現
 ⾧期間にわたり海域を占用することから、信頼性があり、かつ国民負担抑制のためのコスト競争

力のある電源を導入することが重要。
 このため、「⾧期的、安定的かつ効率的」な発電事業の実現を目指す。

２． 海洋の多様な利用等との調和
 漁業等と共存共栄した海洋再生可能エネルギー発電事業を実現する。

３． 公平性・公正性・透明性の確保
 コスト低減や先進的な技術開発等の事業者の創意工夫を後押しするため、公平性・公正性・
透明性を確保し、適切な競争環境を実現する。

４． 計画的かつ継続的な導入の促進
 洋上風力産業の健全な発展を図るためには、継続的な市場をつくることが重要であることから、
計画的かつ継続的な洋上風力発電の促進を図る。

 閣議決定された「基本方針」には以下の４つの目標を定めており、協議会の運営、促進区域の指定
等の法律の運用の大原則となっている。
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再エネ海域利用法に基づく区域指定・事業者公募の流れ
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有望区域の要件（促進区域指定ガイドライン）
 促進区域の候補地があること

 利害関係者を特定し、協議会を開始することについて同意を得ているこ
と（協議会の設置が可能であること）

 区域指定の基準（系統確保、風況等の自然的条件、航路・港湾・防
衛との調整等）に基づき、促進区域に適していることが見込まれること

毎年度、区域を指定・整理し、公表

協議会の設置（再エネ海域利用法第9条＋ガイドライン）
 有望区域では、促進区域の指定に向けた協議を行うための協議会

を設置

 国、都道府県、市町村、関係漁業者団体等の利害関係者、学識
経験者等で構成

 協議会は可能な限り公開で議論
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 再エネ海域利用法第８条第１項では、促進区域の指定基準として、以下のとおり、第１号から第６号までの基
準が定められている。

 促進区域の指定に当たっては、第１号から第６号までの基準を総合的に判断し、洋上風力発電に適した区域を
選定していくこととなる。

促進区域の指定基準の概要

○促進区域の指定基準（再エネ海域利用法 第８条第１項）

第１号 自然的条件と出力の量
 気象、海象その他の自然的条件が適当であり、海洋再生可能エネルギー発電設備の出力の量が相当程度に達す
ると見込まれること。

第２号 航路等への影響
 当該区域及びその周辺における航路及び港湾の利用、保全及び管理に支障を及ぼすことなく、海洋再生可能エネ

ルギー発電設備を適切に配置することが可能であること。

第３号 港湾との一体的な利用
 海洋再生可能エネルギー発電設備の設置及び維持管理に必要な人員及び物資の輸送に関し当該区域と当該区
域外の港湾とを一体的に利用することが可能であること。

第４号 系統の確保
 海洋再生可能エネルギー発電設備と電気事業者が維持し、及び運用する電線路との電気的な接続が適切に確保
されることが見込まれること。

第５号 漁業への支障
 海洋再生可能エネルギー発電事業の実施により、漁業に支障を及ぼさないことが見込まれること。

第６号 ほかの法律における海域及び水域との重複
 漁港漁場整備法により市町村⾧、都道府県知事若しくは農林水産大臣が指定した漁港の区域、港湾法に規定す

る港湾区域、海岸法により指定された海岸保全区域等と重複しないこと。
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現在の各地域における区域の状況
促進区域、有望な区域等の指定・整理状況

（2024年12月時点）

【凡例】
●促進区域
●有望区域
●準備区域

※容量の記載について、事業者選定後の案件は選定事業者の計画に基づく発電設備出力量。
それ以外は、系統確保容量又は調査事業で算定した当該区域において想定する出力規模。8



再エネ海域利用法に基づく協議会について
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協議会の法律上の位置づけ
 経済産業大臣、国土交通大臣及び関係都道府県知事は、促進区域の指定及び海洋再生可能

エネルギー発電事業の実施に関し、必要な協議を行うための協議会を組織することができる。

 協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員は、その協議の結果を尊重しなけ
ればならない。

協議会の基本方針上の位置づけ
 海洋再生可能エネルギー発電事業は、⾧期的かつ大規模に海域を利用することとなり、地域や当

該海域の先行利用者に大きな影響を与える可能性があるため、経済産業大臣、国土交通大臣及
び関係都道府県知事は、関係市町村の⾧、関係漁業団体、海運事業者及び海底ケーブルの設
置者その他の関係者と十分に意思の疎通を行い、丁寧に協議を行うことに配慮する必要がある。

 このため、再エネ海域利用法に基づく協議会の運営に当たっては、経済産業大臣、国土交通大臣
及び関係都道府県知事は、海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用に関し
必要となる情報の提供を行いつつ、協議の円滑な進行に努めるとともに、地域・利害関係者から提
出された意見について十分に配慮することとする。

 また、経済産業大臣及び国土交通大臣は、漁業・地域との協調の在り方について協議会での協
議が調った意見については、その内容を公募占用指針に反映すること等により、その協議の結果
を尊重することとする。

 なお、経済産業大臣、国土交通大臣及び関係都道府県知事は、現地工事の着手等海洋再生
可能エネルギー発電事業の実施における主要なタイミング毎に協議会等を適時設けることとする。

 さらに、透明性確保や地域との連携を促進する等の観点から、協議会は原則として公開で行うことと
する。
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 「有望な区域」では、再エネ海域利用法に基づく協議会（法定協議会）を開催。
国、都道府県、地元市町村、関係漁業者、有識者等が選定事業者に求める事項を議論。
 協議会における合意事項は「協議会意見とりまとめ」として文書化し、協議会の構成員（事業者選定後

は選定事業者を含む）は、協議の結果を尊重しなければならない（法第９条第６項）。

 最近の協議会では、洋上風力発電事業を通じた地域や漁業の将来像についても議論。
選定事業者は、地元と一緒になって、その実現に向けて取り組むことが求められる。

（例）
①⾧崎県西海市江島沖
…漁業等の持続的発展のための環境整備

（海産資源の保護・育成、漁業従事者の
環境整備、水揚高増の取組 等）

②新潟県村上市・胎内市沖
…水産資源管理や漁獲量把握等の情報共有、

地場産水産物の販売力強化、鮭等の孵化
増殖事業 等

１．地域・漁業との共存共栄策の実施

２．漁業影響調査

３．発電設備の設置・運営に係る留意点

４．環境配慮

選定事業者に求める事項 地域の将来像

地域・漁業の将来像の実現に向けて、
一丸となって取り組むことで、共存共栄を具現化

協議会意見とりまとめと地域の将来像
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協議会意見とりまとめ
（⇒ 公募占用指針の一部に）



漁業影響調査の考え方

 協議会において、洋上風力発電設備の整備及び稼働に伴う漁業への影響調査を行うにあたり、地域の漁業
の特性等を勘案して、調査の方法及び考慮すべき事項を「漁業影響調査の考え方」として整理。

 選定事業者はこの内容を基本的な仕様として考慮し、漁業者等と議論のうえ、具体的な調査内容を設計。

12
影響域および対照域における発電事業実施前後の変化から、影響の大きさを求める方法（BACIデザイン）のイメージ（Schwarz，1998を一部改変）
→ (a)、(b)は影響がなく、(c)～(e)は影響がある場合の例 ※BACI:Before, After, Control, Impact

洋上風力による漁業影響の発生要因と漁業影響の関係（NEDO, 2020）

新潟県村上市・胎内市沖の例

＜魚種・調査時期＞

ー地域の特徴を踏まえ、調査対象魚種を抽出

ー着工前1年、工事期間中、運転開始後3年にわたってモニタリング

＜評価指標＞

ー漁獲量・水揚量

ー漁獲努力量（出漁日数、操業時間、航行距離等）

ー単位漁獲努力量当たり漁獲量

＜調査方法＞

ー影響域・対象域における評価指標の変動に有意な差が見られるか



 洋上風力発電事業を契機として、地域が目指す将来像と、取組の方向性を示す個別テーマを設定。選定事業者は、地元と一緒になって、その実現に向
けて取り組むことが求められる。等

他区域の協議会の開催・運営について
 「海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域指定ガイドライン」（以下単に「区域指定ガイドライン」という。）

において、協議会における協議、情報共有事項は以下のとおり整理されている。
① 促進区域の指定についての利害関係者との調整
② 事業者の公募に当たっての留意点
③ 発電事業に係る工事等に当たっての必要な協議、情報共有等（※事業者の選定後に協議会において議論）

 過去の協議会においては、地域や漁業との共存共栄のための留意事項、洋上風力発電設備等の設置位置、建
設、発電事業実施にあたっての留意事項、環境配慮事項、洋上風力発電事業を通じた地域の将来像について、
構成員からいただいた意見を以下のような形で意見とりまとめに反映している。

 選定事業者は、基金への出捐（発電設備出力(kw)×250×30で算定される額 ）等を通じて地域や漁業との協調策・振興策を講じる。公募占用
計画の作成にあたっては、「協議会意見とりまとめ」に記載の趣旨を踏まえた提案を行う。

 選定事業者は、関係漁業者、学識経験者等の意見を聴取・尊重しつつ、漁業影響調査を行う。等

地域や漁業との共存

 洋上風力発電の設置位置の検討や事前調査、建設工事、事業の実施にあたって、選定事業者は、関係漁業者や船舶運航事業者等の先行利用者等
と、各段階で事前に丁寧な説明・協議を実施、発電設備周辺の船舶の運航ルールを設定する。

 選定事業者は、洋上風力発電設備等の事故等により既存海洋構造物へ被害が及ばないよう、必要な措置をとること。 等

洋上風力発電設備等の設置位置、建設、発電事業実施にあたっての留意事項

 選定事業者は、環境影響評価法その他関係法令に基づく洋上風力発電事業に係る環境影響評価を適切に実施するほか、地域住民に対する丁寧な
説明、世界遺産や国定公園の眺望への配慮を行う。 等

環境配慮事項

【これまでの各地域の協議会とりまとめの骨格】※とりまとめ内容は地域の実情に応じて異なる

 選定事業者は、地元自治体とも連携した、新たな産業、雇用、観光資源の創出など地方創生にも資する発電事業の早期かつ確実な実施に努める。
 協議会は、選定事業者が協議会の意見を尊重して海域利用を行う場合には、海域の利用を了承する。 等

全体理念
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洋上風力発電事業を通じた地域の将来像


